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平成 15 年３月期   個別中間財務諸表の概要      平成 14 年 11 月 22 日 

 
上 場 会 社 名        日本鋪道株式会社 
コ ー ド 番 号         1881 

上場取引所 東 
本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.nipponhodo.jp） 
代  表  者 

問合せ先責任者 

役職名 代表取締役社長 

役職名 取締役経理部長 

氏名 仁瓶 義夫 

氏名 丸山  正嗣 

 

ＴＥＬ (03)3563－6752 

決算取締役会開催日 

中間配当支払開始日 

平成 

平成 

14

－

年

年

11

－

月

月

22

－

日 

日 

中間配当制度の有無 

単元株制度採用の有無 

無 

有（１単元 1,000株） 

 

１． 14 年 9 月中間期の業績(平成 14 年 4 月 1 日～平成 14 年 9 月 30 日) 

(1) 経営成績                                                         （百万円未満切り捨て） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 
14 年 9 月中間期    
13 年 9 月中間期         

百万円 

106,026 
120,032 

％ 

△11.7 
3.5 

百万円 

1,202 
1,022 

％ 

17.6   
△58.1   

百万円 

1,380 
1,440 

％ 

△4.2 
△49.1 

14 年 3 月期 291,081  6,659   7,356  

 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 
14 年 9 月中間期   
13 年 9 月中間期  

百万円 

675 
  699 

％ 

△3.4 
△47.7 

円 

5 
 5 

銭 

77   
97   

14 年 3 月期 3,235  27 64   
(注)①期中平均株式数 14年9月中間期 117,059,032株 13年9月中間期 117,074,856株 14年3月期 117,072,128株 
   ②会計処理の方法の変更   無 
    ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

      

(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

 

 
 円 銭 円 銭 

14 年 9 月中間期    
13 年 9 月中間期 

―    
―    

 ――――― 
――――― 

 

14 年 3 月期 ――――― 12 00  

 

(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
14 年 9 月中間期 
13 年 9 月中間期 

百万円 

276,064      
286,354      

百万円 

154,986      
153,965      

％ 

56.1   
53.8   

円 

1,324 
1,315 

銭 

12 
11 

14 年 3 月期 313,752      156,776      50.0   1,339 24 
(注)①期末発行済株式数 

    ②期末自己株式数 

14年9月中間期 117,048,596株 

14年9月中間期      27,240株 

13年9月中間期 117,074,766株  

13年9月中間期       1,070株 

14年3月期 117,064,277株 

14年3月期      11,559株 

 

２．15 年 3 月期の業績予想(平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末  

 
通 期 

 

百万円 

286,000      
百万円 

 7,500      
           

百万円 

3,600      
円 

12 
銭 

00 
円 

12 
銭 

00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  30円 76銭 

※業績予想につきましては現時点において合理的と判断するデータに基づいて作成しており、様々な不確定要素が内在し

ているため、実際の業績は予想数値と異なる可能性があります。 
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中間財務諸表 

(1)中間貸借対照表 

  前中間会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成14年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金預金  9,063     13,754   10,789   

受取手形 ※３ 32,199   24,672   33,697   

完成工事未収入
金  38,711   26,921   60,372   

売掛金  10,471   10,108   17,524   

販売用不動産 ※４ 23,063   22,854   24,246   

製品  193   204   169   

未成工事支出金  35,798   32,439   23,353   

開発事業等支出
金  9,500   8,860   8,310   

材料貯蔵品  1,566   1,453   1,403   

繰延税金資産  2,630   4,148   4,148   

その他  9,369   9,286   9,991   

貸倒引当金  △605   △639   △833   

流動資産合計   171,963 60.1  154,064 55.8  193,173 61.6 

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 ※１          

建物 ※４ 17,606   18,149   18,117   

土地 ※４ 47,756   56,881   56,801   

その他  14,743   15,578   16,051   

有形固定資産計   80,106   90,610   90,969  

無形固定資産   423   639   644  

投資等           

投資有価証券  19,282   16,634   18,216   

その他  18,656   19,715   16,344   

貸倒引当金  △4,077   △5,600   △5,597   

投資等計   33,861   30,750   28,963  

固定資産合計   114,391 39.9  122,000 44.2  120,578 38.4 

資産合計   286,354 100.0  276,064 100.0  313,752 100.0 
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  前中間会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成14年３月31日） 

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形 ※３ 39,925   15,638   23,923   

工事未払金  28,189   33,957   47,146   

買掛金  10,547   18,719   28,648   

短期借入金  2   1   2   

未払法人税等  685   804   5,052   

未成工事受入金  18,953   17,567   12,409   

完成工事補償引
当金  112   136   166   

その他  12,304   15,699   19,812   

流動負債合計   110,720 38.6  102,524 37.2  137,161 43.7 

Ⅱ 固定負債           

長期借入金  6   4   5   

繰延税金負債  2,276   58   754   

退職給付引当金  10,629   9,982   10,334   

役員退職慰労引
当金  612   677   671   

預り保証金敷金  8,143   7,829   8,047   

固定負債合計   21,668 7.6  18,553 6.7  19,814 6.3 

負債合計   132,389 46.2  121,078 43.9  156,975 50.0 
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  前中間会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成14年３月31日） 

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   14,924 5.2  － －  14,924 4.8 

Ⅱ 資本準備金   15,529 5.4  － －  15,529 4.9 

Ⅲ 利益準備金   3,731 1.3  － －  3,731 1.2 

Ⅳ その他の剰余金           

１．任意積立金  108,973   －   108,973   

２．中間（当期）未
処分利益  2,707   －   5,244   

その他の剰余金合
計   111,681 39.0  － －  114,218 36.4 

Ⅴ その他有価証券評
価差額金   8,099 2.9  － －  8,379 2.7 

Ⅵ 自己株式   △0 △0.0  － －        △6 △0.0 

資本合計   153,965 53.8  － －  156,776 50.0 

           
Ⅰ 資本金   － －  14,924 5.4  － － 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  －   15,529   －   

資本剰余金合計   － －  15,529 5.6  － － 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  －   3,731   －   

２．任意積立金  －   110,215   －   

３．中間未処分利益  －   3,176   －   

利益剰余金合計   － －  117,122 42.4  － － 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金   － －  7,422 2.7  － － 

Ⅴ 自己株式   － －  △13 △0.0  － － 

資本合計   － －  154,986 56.1  － － 

負債資本合計   286,354 100.0  276,064 100.0  313,752 100.0 
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(2)中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

区分 注記
番号 金額（百万円） 百分比 

（％） 金額（百万円） 百分比 
（％） 金額（百万円） 百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高           

完成工事高  87,762   71,265   207,010   

製品売上高  28,727   28,303   70,759   

開発事業等売上高  3,542 120,032 100.0 6,457 106,026 100.0 13,311 291,081 100.0 

Ⅱ 売上原価           

完成工事原価  80,656   65,427   190,827   

製品売上原価  25,766   25,318   61,595   

開発事業等売上原価  3,724 110,147 91.7 6,032 96,778 91.3 12,841 265,264 91.1 

売上総利益           

完成工事総利益  7,105   5,837   16,183   

製品売上総利益  2,960   2,984   9,164   

開発事業等総利益  △181 9,884 8.3 425 9,248 8.7 470 25,817 8.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   8,862 7.4  8,045 7.6  19,158 6.6 

営業利益   1,022 0.9  1,202 1.1  6,659 2.3 

Ⅳ 営業外収益           

受取利息  104   110   217   

その他  392 497 0.4 349 460 0.4 646 864 0.3 

Ⅴ 営業外費用           

支払利息  2   2   9   

その他  76 78 0.1 280 282 0.2 157 167 0.1 

経常利益   1,440 1.2  1,380 1.3  7,356 2.5 

Ⅵ 特別利益 ※１  1,441 1.2  338 0.3  4,140 1.4 

Ⅶ 特別損失 ※２  1,532 1.3  394 0.4  5,305 1.8 

税引前中間（当期）
純利益   1,349 1.1  1,325 1.2  6,191 2.1 

法人税、住民税及び
事業税 ※３  650 0.5  650 0.6 6,200   

法人税等調整額   －   －  △3,244 2,955 1.0 

中間（当期）純利益   699 0.6  675 0.6  3,235 1.1 

前期繰越利益   2,008   2,500   2,008  

中間（当期）未処分
利益   2,707   3,176   5,244  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

１．資産の評価基準及

び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

子会社株式及び関連会社

株式 

移動平均法による原価

法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

 その他有価証券 

・時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定している。） 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定している。） 

 ・時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

・時価のないもの 

同左 

・時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

販売用不動産 

個別法による原価法 

製品 

移動平均法による原価

法 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

開発事業等支出金 

個別法による原価法 

材料貯蔵品 

資材は移動平均法によ

る原価法 

機材は個別法による原

価法 

(2）たな卸資産 

販売用不動産 

同左 

製品 

同左 

 

未成工事支出金 

同左 

開発事業等支出金 

同左 

材料貯蔵品 

同左 

(2）たな卸資産 

販売用不動産 

同左 

製品 

同左 

 

未成工事支出金 

同左 

開発事業等支出金 

同左 

材料貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償

却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く。）及び

長崎県琴海町の有形固定資

産については、定額法に

よっている。 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっている。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

 (2）無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用ソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年

以内）に基づく定額法に

よっている。 

(2）無形固定資産 

同左 

 

(2）無形固定資産 

同左 

 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 金銭債権等の貸倒による

損失に備えて、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）完成工事補償引当金 

 完成工事に関するかし担

保及びアフターサービス等

の支出に備えて、過去の実

績を基礎とした見積補償額

に基づいて計上している。 

(2）完成工事補償引当金 

同左 

(2）完成工事補償引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員等の退職給付に備

えて、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生

していると認められる額を

計上している。 

 なお、数理計算上の差異

は、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（13年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処

理することとしている。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員等の退職給付に備

えて、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見

込額に基づいて計上してい

る。 

 なお、数理計算上の差異

は、各期の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（13年）

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌期

から費用処理することとし

ている。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えて、内規に基づく中

間期末要支給額を計上して

いる。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えて、内規に基づく期

末要支給額を計上してい

る。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

４．リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。 

同左 同左 

５．その他（中間）財

務諸表作成のため

の基本となる重要

な事項 

(1）完成工事高の計上基準 

工事完成基準によってい

る。 

(1）完成工事高の計上基準 

同左 

(1）完成工事高の計上基準 

同左 

 (2）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、

税抜方式によっている。 

 なお、仮払消費税等と仮

受消費税等は相殺のうえ、

貸借対照表上、流動負債の

部の「その他」に含めて表

示している。 

(2）消費税等の会計処理 

同左 

(2）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、

税抜方式によっている。 

 

 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

────── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自己株式及び法定準備金取崩等会

計） 

 当中間期から「自己株式及び法定準

備金取崩等に関する会計基準」（企業

会計基準１号）を適用している。これ

による当中間期の損益に与える影響は

ない。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間期における中間貸借対照

表の資本の部については、改正後の中

間財務諸表等規則により作成してい

る。 

 

────── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自己株式） 

 前事業年度において資産の部に計上

していた「自己株式」（前中間会計期

間末０百万円、前事業年度末０百万

円）は、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間末においては、

資本の部の末尾に表示している。 

 

────── （自己株式） 

 前期まで流動資産に掲記していた

「自己株式」（前期末０百万円）は、

財務諸表等規則及び建設業法施行規則

の改正により当期から資本に対する控

除項目として資本の部の末尾に記載し

ている。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前事業年度末 
（平成14年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は、89,785百万円である。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は、91,697百万円である。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は、90,617百万円である。 

 ２．保証債務 

 下記の会社等の金融機関借入金

について保証を行っている。 

 ２．保証債務 

(1）下記の会社等の金融機関借入

金に対して保証を行っている。 

 ２．保証債務 

(1）下記の会社等の金融機関借入

金に対して保証を行っている。 
 

 百万円

従業員（住宅等
購入資金） 1,338 

浅野工事株式会
社 2,500 

北薩アスコン協
同組合 

368 

その他２件 149 

計 4,355 
  

 

 
 百万円

従業員（住宅等
購入資金） 1,210 

浅野工事株式会
社 500 

北薩アスコン協
同組合 

331 

計 2,041 
   
 

 
 百万円

従業員（住宅等
購入資金） 1,271 

浅野工事株式会
社 2,500 

北薩アスコン協
同組合 

359 

計 4,131 
  
 

 
(2）下記の得意先が行うマンショ

ン購入者への手付金保証契約に

対して保証を行っている。 

 百万円

株式会社さくら
不動産 336 

その他２件 163 

計 499 
 

(2）下記の得意先が行うマンショ

ン購入者への手付金保証契約に

対して保証を行っている。 

 百万円

株式会社さくら
不動産 246 

その他３件 432 

計 678 

 ※３．中間期末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって

決済処理している。 

 なお、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、次

の満期手形が中間期末残高に含ま

れている。 

※３．   ───── 
 

※３．期末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済

処理している。 

 なお、当事業年度の末日は金融

機関の休日であったため、次の満

期手形が期末残高に含まれてい

る。 
 

受取手形 2,817百万円

支払手形 40百万円
  

  
受取手形 2,304百万円

支払手形 117百万円
  

※４．所有目的変更のため、有形固定

資産の「土地」から957百万円、

「建物」から20百万円をそれぞ

れ、「販売用不動産」へ振替えて

いる。 

※４．   ───── ※４．所有目的変更のため、有形固定

資産の「土地」から972百万円、

「建物」等から36百万円をそれぞ

れ、「販売用不動産」へ振替えて

いる。 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

※１．特別利益のうち主要なもの ※１．   ───── ※１．特別利益のうち主要なもの 
 

投資有価証券売却益 1,300百万円
  

  
投資有価証券売却益 3,835百万円

  
※２．特別損失のうち主要なもの ※２．特別損失のうち主要なもの ※２．特別損失のうち主要なもの 
 

固定資産除却損 659百万円

販売用不動産評価損 803百万円
  

 
固定資産除却損 295百万円

 
  

 
販売用不動産評価損 3,154百万円

 
  

※３．当中間会計期間における税金費

用については、簡便法による税効

果会計を適用しているため、法人

税等調整額は「法人税、住民税及

び事業税」に含めて表示してい

る。 

※３．     同左 

 

※３．   ───── 

 ４．当社の売上高は、事業年度の上

半期に発生する売上高と下半期に

発生する売上高との間に著しい相

違がある。 

 当中間会計期間末に至る一年間

の売上高は、次のとおりである。 

 ４．当社の売上高は、事業年度の上

半期に発生する売上高と下半期に

発生する売上高との間に著しい相

違がある。 

 当中間会計期間末に至る一年間

の売上高は、次のとおりである。 

 ４．   ───── 

 
 百万円

前年下半期 193,802 

当上半期 120,032 

合計 313,834 
  

 
 百万円

前年下半期 171,049 

当上半期 106,026 

合計 277,076 
  

 

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 
 

有形固定資産 2,166百万円

無形固定資産 27百万円
  

 
有形固定資産 2,281百万円

無形固定資産 53百万円
  

 
有形固定資産 4,628百万円

無形固定資産 60百万円
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 
 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

有形固定資
産その他 4,257 1,757 2,500 

無形固定資
産 

31 20 11 

合計 4,288 1,777 2,511 
  

 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

有形固定資
産その他 4,480 2,225 2,255 

無形固定資
産 

24 4 19 

合計 4,504 2,229 2,275 
  

 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資
産その他 4.430 2,011 2,419 

無形固定資
産 

31 22 8 

合計 4,461 2,034 2,427 
  

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

 （百万円）

１年内 967 

１年超 1,677 

合計 2,644 
 

 （百万円）

１年内 1,017 

１年超 1,448 

合計 2,466 
 

 （百万円）

１年内 990 

１年超 1,599 

合計 2,590 
 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 （百万円）

支払リース料 519 

減価償却費相当額 510 

支払利息相当額 47 
 

 （百万円）

支払リース料 569 

減価償却費相当額 569 

支払利息相当額 49 
 

 （百万円）

支払リース料 1,101 

減価償却費相当額 1,089 

支払利息相当額 99 
 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっている。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

未経過リース料 

 （百万円）

１年内 144 

１年超 91 

合計 236 

  

未経過リース料 

 （百万円）

１年内 80 

１年超 23 

合計 104 

  

未経過リース料 

 （百万円）

１年内 117 

１年超 65 

合計 183 

  

 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはない。 


